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総 務 部 長 嶋 田 宜 浩

午前10時０分開議

開 議

○議長（前田剛志） ただいまから本日の会議を開きます。

諸 報 告

○議長（前田剛志） 日程に入るに先立ち、報告いたします。

議提議案第５号が提出されましたので、さきに配付いたしました。

次に、議案第121号から議案第130号まで並びに報告第24号から報告第57号ま

では、さきに配付いたしました。

次に、県の出資等に係る法人の経営状況に関する説明書につきましては、さ

きに配付いたしました。

次に、例月出納検査報告１件並びにこれまでに採択いたしました請願のうち、

その処理経過及び結果の報告を求めたものについて、請願・陳情処理経過一覧

表が提出されましたので、お手元に配付いたしました。

以上で、報告を終わります。

提 出 議 案 件 名

議案第121号 三重県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例案

議案第122号 三重県職員退職手当支給条例の一部を改正する条例案

議案第123号 三重県産業廃棄物税条例の一部を改正する条例案

議案第124号 三重県地方活力向上地域における県税の特例措置に関する条例の

一部を改正する条例案

議案第125号 医療法に基づく病院及び診療所の人員及び施設に関する基準等を

定める条例の一部を改正する条例案

議案第126号 公立学校職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例案
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議案第127号 工事請負契約の変更について（桑名市五反田事案恒久対策（分－

３）工事）

議案第128号 工事請負契約の変更について（一般県道湯の山温泉線湯の山大橋

（仮称）上部工工事）

議案第129号 工事請負契約の変更について（一般国道25号（五月橋）橋梁上部

工工事）

議案第130号 県道の路線廃止について

議提議案第５号 三重県議会基本条例の一部を改正する条例案

議提議案第５号

三重県議会基本条例の一部を改正する条例案

右提出する。

平成30年５月18日

提出者 山 本 里 香

倉 本 崇 弘

小 島 智 子

山 内 道 明

津 村 衛

中 嶋 年 規

長 田 隆 尚

三 谷 哲 央

前 野 和 美

山 本 勝

三重県議会基本条例の一部を改正する条例

三重県議会基本条例（平成十八年三重県条例第八十三号）の一部を次のように

改正する。

目次中「第七条」を「第七条の二」に改める。
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第三章中第七条の次に次の一条を加える。

（大規模な災害その他の緊急事態への対応）

第七条の二 議会は、大規模な災害その他の緊急事態の発生に際し、議事機関と

して迅速かつ的確な対応を行うほか、状況の把握その他の調査活動を行うなど、

議会の役割を踏まえた必要な対応を行うものとする。

２ 議会は、前項の対応を迅速かつ的確に行うために必要な体制の充実強化その

他の措置を講ずるよう努めるものとする。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

提案理由

近年の大規模な災害等の発生状況等に鑑み、議会における大規模な災害その他

の緊急事態への対応に関する規定を整備する必要がある。これが、この議案を提

出する理由である。

議 提 議 案 の 上 程

○議長（前田剛志） 日程第１、議提議案第５号三重県議会基本条例の一部を改

正する条例案を議題といたします。

提 案 説 明

○議長（前田剛志） 提出者の説明を求めます。43番 前野和美議員。

〔43番 前野和美議員登壇〕

○43番（前野和美） ただいま議題となりました三重県議会基本条例の一部を改

正する条例案につきまして、提出者を代表いたしまして提案説明を申し上げま

す。

初めに、条例案の内容につきましては、近年の大規模な災害等の発生状況等

に鑑み、議会における大規模な災害その他の緊急事態への対応に関する規定を

整備するものであります。
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次に、施行期日につきましては、公布の日から施行することとしております。

以上が基本条例案の提案説明であります。

なお、条例案では、第７条の２第２項に記載のとおり、議会は、大規な災害

等への対応のため、体制の充実強化その他の措置を講ずるよう努めることとな

っております。

本条例案が成立した際には、災害等の発生時においても、議会の機能を維持

し、議会活動が早期に実施、再開できる体制の充実強化や災害時における議会

の対応マニュアルの見直しなど、議会における迅速かつ的確な災害対応を行う

ための具体的な検討を早期に始められますよう、皆様の御協力をよろしくお願

いをいたします。

慎重御審議の上、御賛同賜りますようお願いを申し上げます。ありがとうご

ざいました。

○議長（前田剛志） 以上で提出者の説明を終わります。

議 案 の 上 程

○議長（前田剛志） 日程第２、議案第121号から議案第130号までを一括して議

題といたします。

提 案 説 明

○議長（前田剛志） 提出者の説明を求めます。鈴木英敬知事。

〔鈴木英敬知事登壇〕

○知事（鈴木英敬） おはようございます。それでは、平成30年定例会６月定例

月会議の議案等の説明に先立ちまして、当面の県政運営に当たっての私の考え

方を申し述べます。

私が知事として就任し７年が経過をしました。この間、県民の皆様が変化と

成果を実感し、未来に夢と希望を持つことのできる三重づくりを目指して、全

力で知事の職務に取り組んでまいりました。

１期目の成果と課題を踏まえ策定した、みえ県民力ビジョン・第二次行動計
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画は後半に入っています。計画で掲げた目標の達成に向け、しっかりと道筋を

つけるという意味で正念場となる年度であり、最後まで一つ一つ成果にこだわ

っていきます。

県内に大きな被害を与えた台風第21号、第22号の被災現場の復旧状況を確認

するため、３月20日にのり面が崩落し被害が発生した度会町麻加江地区の県道

と多気町荒蒔地区の農業用ため池を視察し、一日も早く復旧を進める必要があ

るとの思いを改めて強くしました。関係者の皆さんの懸命な復旧作業により、

荒蒔地区の農業用ため池は５月に復旧工事が完了し、麻加江地区の県道も順調

に復旧工事が進んでいます。

台風第21号、第22号により被災された皆さんが一日も早くふだんの生活を取

り戻せるよう、国や市町関係機関と連携し、引き続きスピード感を持って復旧

に取り組みます。

４月から三重県のこれからの防災・減災対策の方向性と道筋を示す三重県防

災減災対策行動計画がスタートしています。この計画に基づき、様々な主体の

参画のもと自助、共助、公助の力を結集して、いつ起こるかわからない災害に

備え、ハード、ソフトの両面から災害に強い三重づくりに全力で取り組んでい

きます。

また、平成26年度から整備を進めていた三重県広域防災拠点の北勢拠点がこ

のたび四日市市内に完成し、これにより県内５地域全ての拠点整備が完了しま

した。北勢拠点の敷地内には、四日市市北消防署北部分署が同時に整備され運

用が始まっており、東名阪自動車道、四日市東インターチェンジに隣接し、四

日市港へのアクセスもよいという交通の利便性も強みとなって、全国からの救

援物資の受け入れ、仕分け、市町への輸送などを行う拠点として、災害時に大

きな役割を担えるものと考えています。５月20日には、新たに策定した三重県

広域受援計画における実動の実証と北勢拠点の各機能を確認するための活動実

験を行ったところであり、今後はこの結果を検証するとともに、市町の受援体

制整備を促すことにより、三重県の災害対応力向上につなげていきます。

平成最後の開催となるインターハイ2018彩る感動東海総体の開幕まで、あと
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50日余りとなりました。三重県では昭和48年以来、45年ぶりの開催であり、７

月26日から８月20日までの間、各都道府県大会を勝ち抜いた高校生の代表が高

校日本一をかけて熱い戦いを繰り広げます。高校生トップアスリートたちによ

る最高のパフォーマンスが、県内外から訪れる多数の皆様に多くの感動を与え

るとともに、三重県選手がこの晴れ舞台で十分に力を発揮し、活躍されること

を期待しています。

８月１日に三重県営サンアリーナで行われる総合開会式に向けて、式典音楽

や歓迎演技を担当する県内高校生が日々練習に励んでいます。近年、例のない

特別支援学校の生徒による和太鼓演奏、全国的に有名な三重高等学校の生徒に

よるダンスパフォーマンスなどで、温かく思い出に残る開会式とします。５月

に行った一般観覧者募集では、募集人員800名に対し1200人を超える応募があり、

皆様からの期待の高まりを感じたところです。また、競技種目別大会には、

7000人を超える高校生が補助員として運営に携わるとともに、参加する全選手、

監督への手づくり記念品を製作するなど、高校生が大会を支える立場から主体

的に参画しています。さらに、200社を超える企業、団体から高校生への取組に

御支援をいただくとともに、広報、ＰＲなどに一緒に取り組んでいただいてい

ます。

この大会が新たな時代への橋渡しとなり、選手の皆さんが未来に羽ばたける

よう、オール三重の力を結集して成功させます。そして、高まった競技力や高

校生の活動に代表される支える力をはじめとするインターハイでの盛り上がり

を２年後の東京オリンピック・パラリンピック、３年後の三重とこわか国体・

三重とこわか大会につなげていきます。

４月25日、みえコーチアカデミーを開講しました。本アカデミーでは、国内

トップクラスの講師を招聘し、品格と資質を兼ね備えた一流の指導者を養成す

ることにより、ジュニア、少年選手の能力を最大限に引き出し、三重とこわか

国体に向け、最強のチームみえをつくり上げていくとともに、国体後も継続し

て将来の三重県や日本の競技スポーツを担う人材の育成を図ります。

５月21日から22日まで、三重とこわか国体の開催に向けた、公益財団法人日
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本スポーツ協会、スポーツ庁等による総合視察が実施されました。視察後、競

技施設の整備は、順調に進められているといった評価とともに、今後、県、市

町、三重県体育協会、競技団体がより一層連携し、国体にかかわる全ての人が

夢と希望とうれしさを感じ、国体後も元気で輝いていける大会を目指して準備

を進めていただきたいとの講評をいただきました。

総合視察の結果を踏まえ、本年７月に、三重とこわか国体の開催が正式に決

定されることから、９月１日から28日まで三重県で展開される東京2020オリン

ピック・パラリンピックフラッグツアーのフラッグ歓迎イベントと、三重とこ

わか国体・三重とこわか大会開催決定イベント等を同時開催することで、国体

等を効果的にＰＲし、三重県全体でスポーツに対する気運をさらに盛り上げて

いきます。

東京オリンピック・パラリンピックの事前キャンプ地誘致に関して、昨年９

月、私がカナダミッションでトップセールスを行い、３月に本県の施設を視察

いただいたカナダシンクロ連盟との間で、三重県での事前キャンプ実施につい

て合意がなされました。協定内容等について十分調整し、協定締結に向けて滞

りなく進めていきます。現在、津市とともに誘致活動を進めているレスリング

などのカナダ代表チームをはじめ、パラリンピックの選手団も含めて、三重県

に一つでも多くのキャンプ地誘致が実現するよう、引き続き、市町や関係団体

等と連携を図り、国内外にＰＲしていきます。

日本で初めての開催となるボッチャ国際大会が３月15日から22日までの間、

三重県営サンアリーナで開催され、世界トップレベルの技術を持つ選手の皆さ

んにより熱戦が繰り広げられました。日本代表選手は金メダル３個を含む計６

個のメダルを獲得し、東京パラリンピックでの活躍に期待が膨らむ結果となり

ました。関係者から高い評価をいただいた大会運営の経験を、ボッチャが初め

て正式競技となる三重とこわか大会にしっかりとつなげていきます。本年12月

には、日本身体障がい者水泳連盟が主催する第35回日本パラ水泳選手権大会の

三重県開催も決定しています。県民の皆様には、こうした三重県内で開催され

る大会を応援していただくとともに、障がい者スポーツヘの理解を深めていた
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だきたいと考えています。

平成31年は、消費税率の引き上げや東京オリンピック・パラリンピック関連

投資が減少に転じる年です。国は、昨年末に示した新しい経済パッケージの中

で、こうした要因による消費の落ち込みや建設需要等の減少などを見据えた対

策を含めておらず、我が国の経済成長を妨げる要因となることが懸念されます。

平成26年の消費税率引き上げ時には、地方の消費の落ち込みは都市部よりも大

きく、回復も遅かったことから、特に地方経済に打撃を与えかねないと危惧し

ているところです。

このため、日本経済の正念場である平成31年度予算で措置すべきこととして、

前回の消費税率引き上げ時の経験を踏まえた経済対策の実施や、意欲ある地方

が施策を着実に推進できる各種制度の創設・改正等を去る５月、国に対し提案

したところです。引き続き社会経済情勢の変化を注視しながら、国等に対し

様々な機会を捉え提言、提案を行っていきます。

本年はリーマンショックから10年の節目となりますが、県民の皆様の大変な

御努力により三重県経済も回復し、平成28年の県内総生産は、早期推計では実

質で８兆942億円となり、比較可能な平成18年以降で最も高くなっています。多

様な産業構造の構築を目指し、みえ産業振興戦略に基づく取組を推進してきた

中で、伊勢志摩サミットの開催も相まって一定の成果につながったところであ

り、引き続きサミットのレガシーを生かし、県内経済の活性化、雇用創出に向

け、しっかりと取り組んでいきます。

一方、第４次産業革命をめぐるグローバル競争の激化に加え、国内における

人口減少、高齢化の一層の進展や多様な働き方の拡大、高速交通ネットワーク

の形成など、国内外を取り巻く時代環境は劇的に変化しており、県内でも人材

の育成、確保や事業承継への対応などが課題となっています。

こうした三重県を取り巻く社会経済情勢の変化を踏まえ、おおむね10年先を

見据えた産業政策のあるべき方向性を示すため、10月を目途に、みえ産業振興

戦略を全面的に改訂します。

三重県経済を支える中小企業、小規模企業においては、経営者の高齢化や後
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継者の不在に伴い、円滑な事業承継を行うことが喫緊の課題となっています。

昨年度に実施した三重県内中小企業の事業承継に関するアンケート調査の結果

では、廃業を検討している企業のうち４割を超える企業が後継者難を理由とし

ており、こうした企業は後継者を確保し、円滑に事業を継承することができれ

ば、事業を継続していただける可能性があることから、次世代に受け継がれる

べき優れた技術や雇用等が失われることのないよう、事業承継支援に関する集

中的な取組を展開していきます。

３月に策定した三重県事業承継支援方針に基づき、プレ承継、事業承継、ポ

スト承継の各段階に応じたきめ細かな支援を一連の政策パッケージとして、昨

年８月に組成した三重県事業承継ネットワークを核に、各支援機関と連携しな

がら総合的、集中的に取り組みます。特に、第三者承継など多様なマッチング

機会を創出するため、新たに全国にネットワークを持つ企業との間で連携協定

の締結に向けた取組を進めるほか、７月には事業承継フォーラムを開催し、事

業承継問題を地域全体の問題として取り組むことを宣言するなど、国の取組と

も連携して、地域の大きな運動となるよう展開していきます。

住民基本台帳人口移動報告によると、三重県の人口移動の状況は平成27年か

ら３年連続で3500人を超える転出超過が続く中、その年齢構成は15歳から29歳

が約８割を占めるなど、若者の県外流出が依然として厳しい状況となっていま

す。４月の受理地別有効求人倍率は1.73と３カ月連続でバブル期以来の1.7倍台

となっており、労働力確保の観点からも若者の県内定着が大きな課題となって

います。一方、平成29年度の県及び市町の施策を利用した県外からの移住者は、

平成27年度の約2.6倍となる322人と順調に増加しており、中でも30代以下の移

住者が約６割を占めるなど、明るい兆しも見えています。

こうした状況を的確に捉え、より効果的な対策を検討する場として、庁内に

若者県内定着緊急対策会議を立ち上げ、若者の進学、就職時への対応を中心と

した議論を進めています。県内高等教育機関の魅力発信やＵ・Ｉターン就職、

移住の促進など、若者の県内定着に向けこれまで以上に関係部局間の連携を強

化し、危機感を持って対応していきます。
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本年は明治維新、そして蝦夷地と呼ばれていた土地が北海道と命名されてか

ら150年の節目です。北海道の名づけ親は、幕末、維新期の激動の日本を見つめ

た三重県の偉人、松阪市出身の松浦武四郎であり、今年で生誕200年を迎えまし

た。武四郎は６回の蝦夷地踏査を行い、北海道と命名したことで有名ですが、

北海道で暮らすアイヌの人々の生命と文化を守るために尽力した多様性を尊重

する人物でもありました。

三重県ではダイバーシティ社会の実現を目指し、昨年12月に策定した「ダイ

バーシティみえ推進方針～ともに輝く、多様な社会へ～」に基づき、その考え

方の浸透を図るなどの取組を進めています。武四郎の功績を再認識し、異なる

文化、価値観を受け入れようとした武四郎の姿勢にしっかり学んでいきたいと

思います。

７月に北海道で開催される全国知事会において松浦武四郎の偉業等のＰＲを

行うほか、三重県の魅力を発信する絶好の機会でもあることから、北海道との

相互送客に向けて私がトップセールスを行うなど、観光振興にもつなげていき

たいと考えています。また、９月から11月に三重県総合博物館で企画展、幕末

維新を生きた旅の巨人、松浦武四郎を開催し、武四郎の様々な魅力を紹介して

いきます。

宿泊旅行統計調査によると、三重県の平成29年外国人延べ宿泊者数（速報

値）は約27万7000人で対前年比78.7％と減少しましたが、平成30年１月から３

月の外国人延べ宿泊者数（速報値）は、対前年比146.6％、全国８位の伸び率と

なっています。特に、昨年11月に現地でトップセールスを行ったタイからの宿

泊者が大幅に増加し、前年同期比470％、１万人を超える方々に三重県に宿泊し

ていただきました。また、平成29年の観光消費額は、サミットが行われた平成

28年を上回る5273億円と、比較可能な平成21年以降で、神宮式年遷宮のあった

平成25年に次ぐ過去２番目となり、観光の産業化に向けた取組が実を結びつつ

あります。

クルーズ船の誘致については、６月24日の四日市港へのダイヤモンド・プリ

ンセスの初入港をはじめ、その後も四日市港、鳥羽港等への寄港が予定されて
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おり、国内外から多くのお客様が来訪します。４月27日には、客船受入対応の

さらなる充実と乗船客の県内各地への誘客促進にオール三重で取り組むため、

三重県クルーズ振興連携協議会を設立しました。

本年は、鈴鹿国定公園指定50周年や湯の山温泉開湯1300年の節目であり、

様々な記念事業が開催されるほか、７月には御在所ロープウエイがリニューア

ルオープンします。こうした好機を捉え、オプショナルツアーや旅行者のニー

ズを踏まえた、三重でしか感じることのできない体験プログラムの充実や代表

的なＳＮＳ、ソーシャル・ネットワーキング・サービスの一つであるインスタ

グラムを活用したキャンペーンなどを展開し、国内外からの誘客を加速させる

とともに、新たな三重ファンの増加や再来訪の促進につなげていきます。

伊勢志摩サミットの開催から２周年を迎え、サミット記念館サミエールはオ

ープンから１年で入館者数が21万人を超えました。三重県では、伊勢志摩サミ

ット開催日を中心として、みえ国際ウィークを設けており、本年度は国際的な

取組の募集、公表や日本の学生と中国の留学生が参加するトークイベント、サ

ミエールでの１周年記念イベントの開催などを通じて、県民の皆様が世界へ目

を向けるきっかけとなるよう取り組んでいます。

６月８日、９日には、カナダのケベック州シャルルボワでＧ７サミット、主

要国首脳会議が、来年は大阪でＧ20サミット、金融・世界経済に関する首脳会

合が開催されます。こうした機会を生かして、三重県のＰＲにつながる効果的

な情報発信に努めるとともに、海外との関係強化に向けサミットに参加する首

脳等に来県を呼びかけていきます。

いじめ防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進し、児童生徒の尊厳を

保持するとともに、児童生徒が健やかに成長し、安心して生活できる社会を目

指した三重県いじめ防止条例が４月１日から施行されました。条例をわかりや

すく解説した児童生徒用リーフレットや条例の概要版を活用し、児童生徒を初

め県民の皆様への周知、啓発に力を入れています。５月14日には、中学生と高

校生を対象に、ＳＮＳを活用した相談窓口、子どもＬＩＮＥ相談みえを開設し

たところであり、いじめを含めた様々な相談が５月末現在で約160件寄せられて
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います。今後も、中高生を対象としたいじめの防止に向けた意見交流会や、い

じめ問題に係るフォーラム（仮称）を開催するなど、子どもが安心して生活で

きる社会の実現を目指して、いじめに関する感度を高めて、社会全体で子ども

たちを見守り、いじめの問題の克服に取り組んでいきます。

本年度から三重県に暮らす子どもたちが、未来に向かって不安や葛藤を乗り

越えチャンスをつかみ、希望をかなえるための挑戦を持続的に支援できるよう、

法人県民税法人税割りの超過課税の一部を原資とする子ども基金を創設しまし

た。子ども、子育て施策は、社会保険制度のある医療、介護のように、企業を

含めて社会全体で支える制度がないことから県独自で持続的かつ安定した財源

を確保する仕組みが必要であると考え、こうした手法では全国で初めてとなる

子どもに特化した基金の創設を行いました。少子化対策を初め、子どもの貧困

対策や児童虐待の防止、待機児童の解消、社会的養護の推進などの事業にこの

基金を活用し、企業も含めた社会全体で子どもたちを応援していきます。

本年度は第７次三重県医療計画や、みえ高齢者元気・かがやきプランなど、

医療、介護に係る計画プランが同時にスタートしています。また、国民健康保

険の財政運営の都道府県化など、県の果たすべき役割が大きく転換するタイミ

ングでもあります。一方、子どもの貧困対策や社会的養護の推進、児童鶴の防

止など、子どもをめぐる課題等への対応は喫緊の課題となっています。このた

め、健康福祉部を医療保健部と子ども・福祉部の２部に再編し、より機動的な

マネジメントが行える組織体制としました。

第７回みえ県民意識調査で政策分野の重要度についてお尋ねしたところ、多

くの県民の皆様が防災減災と並んで、医療、介護、高齢者福祉や子どもに関す

る分野を重要と回答されていることから、県民の皆様に安心を感じていただく

ことが大事であると改めて認識したところであり、引き続きこうした分野の取

組を充実させていきます。

心と体の発達支援の拠点となる三重県立子ども心身発達医療センターを昨年

６月に開設し１年となりました。児童精神科、小児整形外科、難聴児支援部門

を統合し整備したことで一括受診ができるようになるなど、利用者の負担軽減
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や利便性の向上が大きく図られています。また、センターが中心となった支援

活動により、全国に先駆けて取り組んでいる発達障がい児等に対する支援ツー

ル、ＣＬＭ、チェック・リスト・イン・三重と個別の指導計画を導入している

保育園等も半数を超えました。併設する三重県立かがやき特別支援学校や、隣

接する国立病院機構三重病院とも連携し、引き続き地域における途切れのない

支援体制で全国をリードしていきます。

三重県の動物愛護管理の拠点である三重県動物愛護推進センターあすまいる

が、昨年５月に開所して１年余りが経過しました。あすまいるにおいて動物愛

護教室等の普及活動や譲渡事業等に取り組んだ結果、犬、猫の殺処分数は昨年

度が過去最少となり、目標としていた殺処分数ゼロに向けて大きく前進するこ

とができました。今後も様々な主体と連携し取組を充実させることにより、殺

処分数ゼロを目指すとともに、県民の皆様のニーズに的確に対応していきます。

本年は、ＲＤＦ貯蔵槽爆発事故で尊い人命が失われてから15年の節目の年と

なります。改めて、お亡くなりになられた消防職員のお二人に哀悼の意を表す

るとともに、御家族の皆様に対し心からお悔やみ申し上げます。

ＲＤＦ焼却・発電事業については、事業期間を2021年３月末までとしていま

すが、現在、関係市町と県とで構成する三重県ＲＤＦ運営協議会において、新

ごみ処理施設の建設を進めている桑名広域清掃事業組合がＲＤＦの搬入終了を

予定する来年９月を軸に、事業終了時期を前倒しすることについて検討を進め

ているところです。

本事業は県と関係市町が一体となって進めてきた事業であり、県として一定

の役割を果たすべきであることから、ＲＤＦ構成団体が事業終了を協議するに

当たっては、新たなごみ処理体制に円滑に移行できるよう、ポストＲＤＦに向

けて必要となる施設整備等に対する支援を検討していくこととします。今後と

も関係市町と一層の連携を深めつつ、三重ごみ固形燃料発電所の安全で安定し

た運転に最優先で取り組んでいきます。

引き続き、上程されました条例案６件、その他議案４件、合わせて10件の議

案について、その概要を説明いたします。
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議案第121号は、関係法律に基づき、知事の権限に属する事務の一部を市町が

処理することについて改正を行うものです。

議案第122号、第123号、第125号及び第126号は、関係法律の一部改正に伴い、

規定を整理するものです。

議案第124号は、関係省令等の一部改正に鑑み、県税の特例措置についての規

定を整備するものです。

議案第127号から第129号までは、工事請負契約を変更しようとするものです。

議案第130号は、県道の路線を廃止しようとするものです。

以上で諸議案の説明を終わり、次に報告事項について説明いたします。

報告第24号から第50号までは、議会の委任による専決処分をしましたので、

報告するものです。

報告第51号は、議会の議決すべき事件以外の契約等について、条例に基づき

報告するものです。

報告第52号から第57号までは、平成29年度一般会計、特別会計及び企業会計

のうち、翌年度へ繰り越した経費について、それぞれ繰越計算書を調製しまし

たので報告するものです。

以上をもちまして提案の説明を終わります。

何とぞよろしく御審議いただきますようお願い申し上げます。

○議長（前田剛志） 以上で提出者の説明を終わります。

これをもって本日の日程は終了いたしました。

休 会

○議長（前田剛志） お諮りいたします。明５日及び６日は休会といたしたいと

存じますが、御異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

○議長（前田剛志） 御異議なしと認め、明５日及び６日は休会とすることに決

定いたしました。

６月７日は定刻より、議案に関する質疑を行います。
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散 会

○議長（前田剛志） 本日はこれをもって散会いたします。

午前10時29分散会


